
盛岡市高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画に基づく介護施設等の設置及び運営事業者候補者募集に係るＱ＆Ａ

令和4年11月11日

№
施設区分 書類区分 問 回答

1 共通 募集要項 　「５　応募の受付期間、方法等」の応募方法に関し、「応募
に当たっては、上記２（募集内容）における募集ごと」にとあ
りますが、同一法人が同一敷地に計画した場合は、募集ごとに
複数の応募が可能か。

　そのような応募も可能です。応募書類は、募集ごとに作成し
てください。

2 共通 募集要項 　「３　応募の要件」の(10)に、「選定された場合、介護予防
サービスの指定の申請を行うこと。」とあるが、選定された場
合、必ず指定申請をしなければならないという解釈でよいか。

　その通りです。重度化を防止し、介護予防を促進する観点か
ら、介護保険法に介護予防サービスが規定されているサービス
種別においては、要支援認定者を受け入れる体制を整備するこ
とを要件とします。

3 共通 募集要項 　他事業所からの応募状況を知りたい。 　募集要項６(1) にあるとおり、回答できません。

4 共通 募集要項 　４次募集で落選した場合、次回の公募以降、応募することは
できないのか。

　５次募集以降で、未選定の種別があれば応募可能です。

5 共通 選定要領
法人事業実
績書

第５第２項及び第３項の基礎点とは何か。また、選定に関し、
どのような影響があるのか。

　法人事業実績書（様式８）に記載された内容をもとに、既存
事業所の運営状況について、次の項目ごとに点数を付して評価
し、審査会による応募書類の内容審査及び面接審査に加点しま
す。
・過去６年間の直近の実地指導における文書指摘の数
・介護職員処遇改善加算の算定区分
・介護職員等特定処遇改善加算の算定区分

6 共通 選定要領
法人事業実
績書

新規に社会福祉法人を設立予定の場合等、法人事業実績書に記
載すべき既存事業所等がない場合、基礎点はどのように決まる
のか。

　３点を付すこととします。

7 共通 選定要領
法人事業実
績書

全国に既存事業所が相当数ある場合、法人事業実績書は、どの
ように記載するべきか。

　選定要領第５第３項にあるとおり、盛岡市内に所在する事業
所から順番に10事業所まで記載し、その上で、応募する施設区
分と同じ事業所を優先して記載してください。
　法人事業実績書に記載された事業所について、基礎点の算出
を行います。記載しなかった事業所については、別紙として、
事業所ごとに事業種別、施設等名称、所在地、事業所番号、指
定年月日、定員を記載したものを提出してください。
　なお、処遇改善加算の算定区分等、法人事業実績書①～④の
項目は記載不要です。
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8 共通 選定要領
法人事業実
績書

基礎点の具体的な計算方法を教えてほしい。 【既存事業所がＡからＥまで５事業所である場合】
　介護職員等特定処遇改善加算の算定区分について、
　Ａ事業所：加算Ⅰ→10点
　Ｂ事業所：加算Ⅱ→５点
　Ｃ事業所：加算Ⅱ→５点
　Ｄ事業所：加算Ⅰ→10点
　Ｅ事業所：加算Ⅰ→10点

平均：（10＋５＋５＋10＋10）÷５＝８点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒基礎点：８点

他の項目についても、同様に各事業所ごとに点数をつけ、項目
ごとの平均点を合計したものが基礎点となります。
なお、上記の例において、Ｅ事業所が当該加算がないサービス
種別の事業所である場合は、評価しないこととなるため、４事
業所で除して平均を算出します。

平均：（10＋５＋５＋10＋0）÷４＝7.5点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒基礎点：7.5点

9 共通 土地・建物
に係る関係
部署との協
議状況調書

　土地利用に関し問題がないと判断している場合でも、「担当
部署との協議記録」に記入が必要か。

　担当部署に、問題がないことを確認の上、記入してくださ
い。新築、増築、改築等の工事の種別にかかわらず、確認をお
願いします。
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10 共通 資金計画書 　「１　建築の形態」の「単独／併設・合築」は、どのように
記入すればよいか。

　第８期計画において複数応募し、それらを併設・合築する場
合は「併設・合築」を、それ以外は「単独」を選択してくださ
い。
単独の場合　「（本体施設）」にのみ記入してください。
併設・合築の場合
　当該応募施設を「（本体施設）」に、本体施設以外を「（併
設施設）」に、それぞれ記入してください。

11 共通 資金計画書 　現在建築中の建物の一部を借りることとしているが、この場
合の「併設・合築」は、どのように選択するのか。また、内容
は、「（本体施設）」に記入することでよいか。

　１と同様に記入してください。

12 共通 資金計画書 　「２　設置（転換）に係る総事業費」の「総事業費」は、何
を指すのか。

　「総事業費」は、表中の「全体事業費」を指します。

13 共通 資金計画書 　施設は、賃貸の予定だが、(1) 事業費内訳は、どのように記
入するのか。「土地取得関係費」及び「建物建設関係費」の該
当する項目に記入できないが、「その他の費用」にまとめてよ
いか。施設側で「スプリンクラー」を設置予定なので、それに
該当する設備費用は、「建物建設関係費」の建築費への記入で
よいか。

　賃貸に係る費用のうち、開設までに係る費用を「その他費
用」の欄に記入してください。開設後に発生する費用は、記入
しないでください。
　スプリンクラーの設置については、「建築費」に記入してく
ださい。

14 共通 収支見込書 　減価償却費等の記入を明記した方がいいのか、あくまでも、
様式による記入が望ましいのか。

　様式のとおりに記入してください。

15 共通 収支見込書 　「入所者又は利用者の標準月額」について、標準的な金額と
は、どの段階の者を対象とした金額とすればよいか。

　第５段階（標準段階）の者を対象とした金額として、記入し
てください。

16 共通 職員配置表 　様式９、10及び11の人員配置に係る様式について、施設で独
自に作成した勤務表等でも可能か。

　市が指定した様式によるものとしてください。
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17 共通 応募書類 応募書類の様式８について、具体的にはどのように記載するこ
ととなるか。

様式８の項目１の記載内容について、現在、盛岡市内で運営し
ている２事業所に加えて全国で運営しているグループホームや
サ高住や特定施設等の居住系施設のみ記載する内容でよいの
か。

盛岡市内に所在する事業所を全て記載してもなお10事業所に満
たない場合は、選定要領第５第３項における上位の事業所から
順番に、10事業所に到達するまで記載することとなりますが、
その上で、応募する施設区分と同じ事業所を優先して記載しま
す。
【例】盛岡市内に１事業所、八幡平市に２事業所、宮古市に２
事業所、福島県に１事業所、東北地方以外に50事業所運営して
おり、区分Ｃ：認知症対応型共同生活介護に応募する場合にお
ける、応募書類様式８（書類番号13）の作成方法
様式の上段から順番に、
①盛岡市内の１事業所を記載
②八幡平市の２事業所を記載
③宮古市の２事業所を記載
④福島県の１事業所を記載
⑤東北地方以外に所在する事業所について、認知症対応型共同
生活生活介護の事業所を優先して４事業所を記載（認知症対応
型共同生活介護事業所がない場合は、任意の４事業所）

注１　②～④それぞれの範囲内で10事業所に到達する場合は、
応募する施設区分と同じ事業所を先に記載します。
注２　様式８に記載できなかった事業所については、別紙とし
て任意様式で提出をお願いいたします。任意様式に記載する事
業所については、過去６年間の直近の実地指導における文書指
摘の数、介護職員処遇改善加算の算定区分、介護職員等特定処
遇改善加算の算定区分の記載は不要です（介護職員処遇改善加
算計画書・介護職員等特定処遇改善加算計画書の基本情報入力
シート、個票等から調製したものを提出していただくことでも
差し支えありません。）。
注３　先に公表されているＱ＆Ａ　№７についても、御確認く
ださいますようお願いいたします。
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18 共通 応募書類 「都市計画法の開発許可」　について、開発許可申請は不要で
あるが、開発許可申請に代わる協議申請を行う必要がある旨担
当部署から指導を受けたが、様式４　土地・建物に係る関係部
署との協議状況調書　「１土地・建物の概要(1)建設予定地の概
要」には、「開発許可は不要」と記載してよいか。

お見込みのとおりです。

19 共通 応募書類 　平面図及び立面図は検討段階であることから、検討中の内容
を提出することでよいか。

実際に整備することとなった場合と乖離しない内容で提出して
ください。

20 共通 事業計画書 　「５　整備概要」について、施設は、賃貸契約によることと
しているが、この項目の記入を教えてほしい。整備区分は、賃
貸でよいか。構造、建築面積、敷地面積は、予定している建物
の賃貸契約のとおりでよいか。

　賃貸の場合は、次の内容を記入してください。
　　整備区分　賃貸
　　構　　造　建物全体の構造
　　建築面積　当該事業に使用する延床面積
　　敷地面積　（空欄）

21 共通 事業計画書 　「６　工期及び開設年月日」について、賃貸予定の建物は、
現在建築中のものを借りる予定で、その場合は、「開設予定」
のみの記入でよいか。

　「予定工期」も記入してください。

22 共通 事業計画書 　「７　事業費」について、賃貸による場合は、設備備品費及
び賃貸借契約に係る費用の記入でよいか。賃貸借契約の費用
は、毎月、賃料及び共益費が発生するが、「総額」には、賃貸
借期間のうちどの期間分の費用を記入すべきか。また、契約時
には、一時金もありうるが、それらを含めての記入でよいか。

　資金計画書２(1) 「全体事業費」の事業費計と一致するよう
に記入してください。

23 共通 事業計画書 　「11　施設建設に係る近隣住民への説明」は、応募時点で終
了していることが必要か、又は今後開催する予定での応募も可
能か。

　いずれも応募可能です。

24 Ｄ
・
О

小規模多機能型
居宅介護、認知
症対応型通所介
護

補助金 建設費に対する補助（地域密着型サービス等整備等助成事業）
について、管理運営要領においては、土地所有者（オーナー）
が施設等運営法人に有償で貸し付ける目的で整備する事業も対
象とするとされているが、選定後、運営法人が他法人から土地
及び事業を運営する建物を借りる契約を締結し、当該土地に建
物を新設する場合、補助金の交付を受けられるか。

令和３年度時点では、岩手県においては、いわゆるオーナー制
を採用して整備する場合は、補助対象としないこととしており
ます。

25 Ｏ 認知症対応型通
所介護

１施設新設について、新設というのは既存の施設に追加なの
か、全くの新しい施設・事業所ということなのか。

　募集要項のとおり、新設とは新たに施設を整備するほか、既
存の施設・建物の活用を含むことを指します。
　なお、既存の施設・建物に増設することについては、差し支
えありません。
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26 Ｂ
・
Ｂ
Ｂ

介護医療院 　基準を満たせば、通所リハビリテーション、訪問看護又は居
宅介護支援の併設が可能か。また、可能であれば、通所リハビ
リテーションの定員数に制限があるか。

　通所リハビリテーション、訪問看護又は居宅介護支援の併設
に制限はありません。また、通所リハビリテーションの定員の
制限もありません。なお、併設を希望する場合は、事業計画書
等において、その旨明示してください。

27 Ｂ
Ｂ

介護医療院 　募集Ｂは、既存一般病床の廃止に伴う新設に限定されている
が、募集ＢＢについては、既存一般病床の廃止に伴う新設、増
築又は新築を問わず応募が可能ということか。

　お見込みのとおりです。

28 Ｂ
Ｂ

介護医療院 　備考「応募床数は、募集の範囲内で任意とします。応募状況
により、募集数に過不足が生じた場合は、床数を調整すること
があります。」と記載あり。
　事前相談したほうが良いのか？相談なしで応募書類を提出し
たほうが良いのか？

　事前相談は不要です。応募される場合は応募書類を作成し、
御提出ください。
　床数の調整につきましては、応募状況により、希望される床
数の整備ができない可能性があるために、調整する場合がある
ことをあらかじめお伝えしているものです。

29 Ｄ 小規模多機能型
居宅介護

　小規模多機能型居宅介護にサービス付き高齢者向け住宅を複
合させる場合で、サービス付き高齢者向け住宅の居室に限度数
があるか。

　居室数に制限はありません。

30 Ｄ 小規模多機能型
居宅介護

　利用者の処遇に支障がないと認められる十分な広さを確保し
た場合において、登録定員を29人以下としたときの通いの定員
は、15人又は18人以下のどちらになるのか。

　盛岡市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営
に関する基準等を定める条例（平成24年条例第64号）第86条第
２項を確認してください。

31 Ｄ 小規模多機能型
居宅介護

　補助制度の施設等整備費はサテライト型小規模多機能型居宅
介護事業所の新設施設整備でも同額(１施設当たり上限33,600千
円)と考えてよいか。

　令和２年度における補助制度ではそのとおりとなっておりま
す。
　なお、本年度以降の補助制度の詳細は、現段階において確定
しておりません。また、事業候補者として選定されることを
もって、補助金の交付対象となることが保証されるものではあ
りません。
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